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教職員定数改善と義務教育費国庫負担率２分の１復元および制度の 

拡充をはかるための、２０２１年度政府予算に係る意見書（案）の 

提出について 

 

上記の議案を、別紙のとおり日出町議会会議規則第１４条第３項の規定に

より提出する。 

 

 

 

 

 

 

                

 

 

 

 

 理  由 

 教育予算を国全体とし、確保・拡充させるよう求めるために意見書を提出する。 



教職員定数改善と義務教育費国庫負担率２分の１復元をはかる

ための２０２１年度政府予算に係る意見書 

 

新型コロナウイルスの感染拡大が、子ども、保護者、学校現場に大きな混

乱をもたらしています。休業要請による収入の減少などが、家計、子どもに

及ぼす影響ははかり知れません。学校現場は、収束の見通せない新型コロナ

ウイルスに対し、対策をとりながら子どもたちのために日々奮闘していま

す。 

 2019 年に改正された「子どもの貧困対策法」には、「子どもの『将来』だ

けでなく『現在』に向けた対策であること」「子どもの権利条約の精神に則

り推進すること」等、目的・理念を充実させています。あわせて、「貧困対

策計画」の策定が市町村の努力義務とされました。日本では７人に１人の子

どもが貧困状態にあり、経済格差が教育格差を生み出しています。子どもた

ちのゆたかな学びのためには教育予算の拡充が必要です。 

 義務教育費については 2006 年に国庫負担率が３分の１に引き下げられま

した。そのような中、大分県においては、厳しい財政状況の中、独自財源に

よる小学校１・２年生、中学校１年生の３０人以下学級の定数措置が行われ

ています。しかし、義務教育は自治体間・地域間によって格差が生じること

のないよう、邦段階での国庫負担に裏付けされた定数改善計画の策定と財源

の保障が必要と考えます。 

 全国どこに住んでいても、子どもたち一人ひとりへのきめ細やかな対応や

学びの質を高めるための教育環境の実現に向け、2021 年度予算編成におい

て下記事項が実現されるよう、強く要望します。 

 



記 

 

１．計画的な教職員定数改善を推進すること。 

 

２．教育の機会均等と水準の維持向上をはかるため、義務教育費 

国庫負担制度の負担割合を 2 分の１に復元すること。 

 

３．少人数学級を推進すること。 

 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。  
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